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○

窓口サービスの利便性の向上を図る。

社会保障・税番号制度の施行により交付されている個人番号カードを利用し、より身近なコンビニエンススト
ア等において、市窓口開庁時間外にも住民票の写し等の証明書交付サービスを行い、市民の利便性の向上、市
窓口の混雑緩和及び事務の効率化を図る。

○各種証明書のコンビニ交付 10,212千円
交付場所 ：キオスク端末が設置されている全国のコンビニエンスストアなど

（市内は、セブンイレブン、ローソン、ファミリーマート、ユニバース）
交付時間 ：午前6時30分～午後11時

（戸籍謄・抄本、戸籍の附票の写しは、平日の午前9時～午後5時15分）
交付証明書 ：住民票の写し、印鑑登録証明書、課税（所得）証明書､

戸籍全部・個人事項証明書（戸籍謄・抄本）、戸籍の附票の写し
○システム改修に係る経費 0千円
事業者端末更改等に伴う経費

証明書コンビニ交付サービス事業費

担当課長

事業手法の詳細１

１ 交付場所
全国のコンビニエンスストア等
※市内44店舗（セブンイレブン、ローソン、ファミリーマート、ユニバース）

２ 交付時間
午前6時30分～午後11時（12/29～1/3を除く）
（戸籍謄・抄本、戸籍の附票の写しは、平日の午前9時～午後5時15分）

３ 交付証明書
・住民票の写し
・印鑑登録証明書
・課税（所得）証明書
・戸籍謄・抄本、戸籍の附票の写し(令和元年10月から住登外者にも対応）

４ 証明書コンビニ交付サービス事業費 10,212千円

【経費の内訳】
8節 旅費 0千円

※事業者端末更改等に伴う確認試験（出張）がなかったため、予算執行なし

11節 役務費 2,657千円
◇手数料 2,657千円
・証明書発行手数料 2,655,783円（117円/件）
・実店舗試験用手数料 800円

13節 使用料及び賃借料 4,827千円
◇ハードウェア使用料 537千円
・クライアント等機器リース料（R3.3～R8.2） @40,700円×12ヶ月×1.10＝537,240円
◇ソフトウェア使用料 4,290千円
・クラウドシステム使用料 @325,000円×12ヶ月×1.10＝4,290,000円

18節 負担金及び交付金 2,728千円
◇証明書コンビニ交付センター運営負担金 2,728,000円

15250000 市民生活部 市民登録 佐々木 正晴

意見・要望等の状況
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